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漁業権制度の歴史と改正漁業法について
（漁業権を中心として）
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Ⅰ. はじめに
《漁業・養殖業生産量の継続的な減少》
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《漁業就業者の継続的な減少》

2



《沿岸漁船漁家における漁業所得の⾧期低迷》
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《漁業・水産業の悪循環（負のスパイラル）》
　    漁業・水産業の悪循環（負のスパイラル）　　【国連海洋法条約発効（1994年）後】

（2018年7月：日経調「第2次水産業改革委員会」中間提言資料の数値を更新）

•市場取扱量の減少（1993年580万トン
→2017年274万トン、▲53％）

•市場経由率の低下（1993年70％→2017年
49％、▲21％）

•加工生産の減少（食用加工品：1993年353
万トン→2019年154万トン、▲56％）

• 水産物消費の減少（魚介類の1人1年当たり消
費量（純食料）：1995年39.3㎏→2019年23.8㎏、
▲39％）

• 輸入魚の減少（1995年358万トン→2019年247
万トン、▲31％）

• 食料安全保障に対する懸念（食用魚介類自給
率の低迷：1995年59％→2019年56％）

•乱獲による水産資源の悪化（2020年主要
42魚種66系群の53％が低位水準)

•漁業生産量が継続的に減少（1995年601
万トン→2019年323万トン、▲46％）

•海面養殖生産量の減少（1995年132万トン
→2019年92万トン、▲30％）

•漁船漁業（会社経営体）の慢性的な赤字
経営（2018年漁労利益：▲27,666千円）

• 漁協販売事業の減少（1995年1兆3,827億円
→2018年1兆326億円、▲25％）

• 漁協組織の弱体化（正組合員数の減少：1995
年318千人→2018年132千人、▲58％）

• 漁業所得の低迷（沿岸漁船漁家：1995年2,366
千円→2018年1,864千円、▲21%）

• 漁業経営体数の減少（1995年163千→2019年
73千、▲55％）

漁業
地域
の衰
退

生産の
減少

流通・
加工
の縮
小

魚離
れ
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《「平成３０年改正法」の注目点》

「平成３０年改正法」は、平成30年6月に政
府が決定した「水産政策の改革について」
の趣旨を受けて改定されたものであり、特に
注目される改正点は大きく２つある。

1つ目は、漁業の成⾧産業化を図るための新
規参入促進をねらいとする「漁業権制度にお
ける優先順位の廃止」であり、

２つ目は、水産資源の適切な管理のための漁
獲量管理（TAC）を基本とする「個別割当
（IQ）による資源管理方式の導入」である。
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《漁業権とは何か？》
漁業権制度とは、都道府県知事の免許を受けて、
一定の水面において排他的に特定の漁業を営む
権利を取得する制度。

漁業権は、漁「場」ではなく、漁「業」を排他
的に営む権利であり、免許を受けた漁業を営む
ことを妨げるもの（漁業権侵害）に対する排
除・予防が可能だが、漁業権侵害でない限り、
同じ漁場内で他の活動を行うことは可能。

漁業権は、①共同漁業権（採貝採藻など）、②
区画漁業権（真珠養殖、藻類養殖や魚類小割式
養殖など）及び③定置漁業権（大型定置など）
の３種類に大別。
（水産庁ホームページ「漁業権等について」p1から抜粋）
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Ⅱ. 「律令要略」と「明治漁業法」
1.  「律令要略」とは？
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《江戸時代における漁業の監督・指導・取締》




 13 1816
44

38


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2.「明治漁業法」の成立
 7 1874

8



 9

 19 1886

 34 1901 34


43 1910

58
9



《明治漁業法の内容》
【漁業権制度を創設】
①漁業権の種類（第４条、第５条、第６条）
・「専用漁業権」：地先水面専用漁業権（一村専用）

入漁権（旧法：慣行専用漁業権）
・「定置漁業権」：壺網類、落網類、桝網類等の７種類
・「区画漁業権」：第１種、第２種、第３種の３種類
・「特別漁業権」：鯨漁業、地曳網、船曳網等の９種類

②漁業権の対象者
・漁業組合 地先水面専用漁業権、入漁権
・経営者 定置漁業権、区画漁業権、特別漁業権

③免許の優先順位：規定なし（先願主義）
④漁業権の性格（第13条）：物権とみなす（免許漁業原簿に
登録）。抵当権の設定、相続、譲渡、共有、貸付が可能

⑤免許の存続期間（第16条）：20年以内（更新可能）
財産権的性格を有する漁業権の⾧期化は、一部資産家

（羽織漁師）による漁場独占と夥しい空権を発生させた。
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Ⅲ.「昭和漁業法」と「昭和37年改正法」
1.  「昭和漁業法」（S24年）の成立

第2次世界大戦の間に、漁船の徴用・沈没、男子の徴兵、燃
油・漁業用資材の不足等によって日本漁業は壊滅状態。

敗戦（S20年8月）後、マッカーサー・ラインの設定で操業海域
が著しく制限される一方、日本経済の崩壊で労働者が漁業へ流
入。漁業従事者は約100万人に膨張し、漁場は超過密化。

連合国司令部（GHQ）の占領下、食料政策である漁業振興を図
るため、水産業協同組合法・改正漁業法（『昭和漁業法』）・
漁船法・漁港法・水産資源保護法等が次々と制定された。

ただし、『昭和漁業法』（S24年）の成立までには紆余曲折が
あり、国会に提出する法案としては４次案まで検討された。

当初、零細漁民の救済と漁村の民主化を目指し、「漁業権は漁
民組織にのみに与えるべき」とされていたが、朝鮮戦争を控え
て「社会主義思想」の急速な浸透に危機感を抱いたGHQの対日
管理政策に変化があり、民自党などの修正案を受け容れ、「旧
来の漁業権保有者への補償とともに、個人や会社組織などにも
漁業権保有の途を開く」方向へと舵をきっていった。
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２．「明治漁業法」と「昭和漁業法」との比較

項目 「明治漁業法」 「昭和漁業法」

制定
の
目的

法治国家として、江戸
時代から慣習的・伝統
的に継承されてきた漁
業の「慣行」を、「漁
業権」という形で制度
化し、資源の保護と漁
業の調整・取締を図る
こと。

旧来の漁業制度が漁村の
封建制の基盤であり、漁
業生産力の発展を阻害し
ていたとの認識に立ち、
新しい漁場利用秩序の構
築により水面を高度利用
し、漁業生産力の向上と
漁村の民主化を図ること。

漁業
権の
種類

専用漁業権《地先水
面》、定置漁業権、区
画漁業権（１～３種）
及び特別漁業権（１～
９種）の４種類に区分。

専用漁業権と特別漁業権
を廃止し、共同漁業権
（１～５種）、定置漁業
権及び区画漁業権（１～
３種）の３種類に整理。
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項目 「明治漁業法」 「昭和漁業法」

漁業
権の
対象
者

漁業組合：専用漁業権、
入漁権（旧慣行）

経営者：定置漁業権、
区画漁業権、特別漁業
権

漁協又は連合会：共同
漁業権、区画漁業権
（ひび建・かき・第３種・
内水面魚類）、入漁権

経営者：定置漁業権と
上記以外の区画漁業権

免許
の優
先順
位

「優先順位」の規定な
し（先願主義）。

定置漁業権と区画漁業
権について、「優先順
位」を細かく規定（後
掲）。

漁業
権の
性格

「物権」とみなされ、
抵当権の設定、相続、
譲渡、共有、貸付が可
能。

「物権」とみなされる
が、貸付は禁止。抵当
権の設定は知事の認可
制。移転は相続又は法
人の合併・分割を除き
不可（譲渡禁止）。

13



項目 「明治漁業法」 「昭和漁業法」
免許
の存
続期
間

 ２０年以内（更新可能）。  共同漁業権１０年、その他
漁業権５年。

 個別申請を認めず、５年又
は１０年の免許期間ごとに
「一斉更新」。

漁場
計画
の樹
立

 知事が水面の総合利用と漁
業生産力の維持発展のため、
「漁業調整委員会」の意見
を聴いて、免許期間ごとに
「漁場計画」を樹立。

漁業
調整
委員
会の
設置

 漁業調整機構として、各都
道府県に選挙で選ばれた漁
業者又は漁業従事者を中心
に構成される「漁業調整委
員会」を設置（海面：海区
漁業調整委員会、連合海区
漁業調整委員会。内水面：
内水面漁場管理委員会） 14
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《漁業権免許の法定優先順位：Ｓ２４》
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《漁業調整機構：S24》

（注）上表の括弧内は、Ｓ３７改正の定数
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３．「昭和３７年改正法」
① 組合管理漁業権の範囲を広げ、小割式養殖・真珠母貝養殖・藻類
養殖を加えて「特定区画漁業権」とし、地元漁協又はその連合会
を第１優先順位とした。

② 組合管理の「特定区画漁業権」と「共同漁業権」では「漁業権行
使規則」又は「入漁権行使規則」を定め、組合員にその行使を行
わせる。また、「特定区画」と「第１種共同漁業」の行使規則の
制定・変更又は廃止には、関係漁民の３分の２以上の書面同意を
必要とする。

③ 「定置漁業権」の対象を変更するとともに、地元漁民（7割以上）
で構成される有限会社・生産組合等を漁協自営と同じく第１優先
順位とした。「真珠養殖」でも新規漁場では地元漁協や地元漁民
の生産組合等を真珠養殖業経験者と同じく第１優先順位とした。

④ 真珠養殖と大規模な海面養殖業（第２種区画）については、権利
の存続期間を延⾧し、１０年とした。

⑤ 「漁業調整委員会」の定数増（公選委員7→9人、学識委員2→4人、
公益委員1→2人：計10→15人）及び任期延⾧（2→4年）を行った。
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《漁業権免許の法定優先順位：Ｓ３７》

定置漁業権 区画漁業権
特定区画漁業権 真珠養殖

第一順位

地元地区に居住する
漁民の７割以上が組
合員である漁協、又
は、地元漁民の7割
以上が組合員、社員
又は株主となってい
る法人（生産組合、
漁民会社）

漁業者又は漁業従事
者（地元居住者、同種
漁業経験者、他の沿
岸漁業経験者、その
海区での経験者を優
先）

地元漁協又は連合会が
第一順位。
　但し、これらが申請し
なかった場合は、地元
漁民の７割以上が組合
員、社員又は株主となっ
ている法人（生産組合、
漁民会社）

漁業者又は漁業従事者（真
珠養殖業の経験者、無経験
者は地元居住者を優先）
※新規漁場では、地元漁協
等の法人を、経験を有する漁
業者と同列におき、第一順位
とする。

第二順位

地元漁民の７人以上
が組合員、社員又は
株主となっている法
人（生産組合、漁民
会社）

その他の者（地元居
住者、同種漁業経験
者、他の沿岸漁業経
験者、その海区での
経験者を優先）

地元漁民の７人以上が
組合員、社員又は株主
となっている法人（生産
組合、漁民会社）

その他の者（真珠養殖業の
経験者、無経験者は地元居
住者を優先）

第三順位

漁業者又は漁業従
事者（同種漁業経験
者、他の沿岸漁業経
験者、その海区での
経験者を優先）

漁業者又は漁業従事者
（同種漁業経験者、他
の沿岸漁業経験者、そ
の海区での経験者を優
先）

第四順位

その他の者（同種漁
業経験者、他の沿岸
漁業経験者、その海
区での経験者を優
先）

その他の者（同種漁業
経験者、他の沿岸漁業
経験者、その海区での
経験者を優先）
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《漁業権の種類と存続期間の関係》

『昭和漁業法（S24）』 『昭和３７年改正法』

漁業権 種　　別
漁業権

存続期間
漁業権 種　　別

漁業権
存続期間

共同漁業権 第1種・第2種・第3種 10年 共同漁業権 第1種・第2種・第3種 10年

定置漁業権
身網の場所が水深27㍍以上の
大型定置、北海道のニシン・イワ
シ・サケ又はマス定置

5年 定置漁業権
身網の場所が水深27㍍以上の大
型定置（陸奥湾の落とし網とます
網を除く）、 北海道のサケ定置

5年

区画漁業権 第1種・第2種・第3種 5年 特定区画漁業権
ひび建・藻類・真珠母貝・小割式・
かき・第3種（地まき式貝類）

5年

上記以外の
区画漁業権

真珠・第2種（築堤式・網仕切式・
溜池）・内水面

10年
（内水面 5年）

（注）各漁業権区分に該当する漁業種類の詳細については、資料末尾の
「付録」を参照。
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Ⅳ.「平成３０年改正法」
１．改正の背景

 漁業権に関する制度改正は、「昭和３７年改正」から５６年を経過し
ていたが、その間に問題が全く無かった訳ではなく、漁業権の更新や
新規の漁業権を設定する際に、漁業調整や漁場管理を理由として、地
元漁協による閉鎖的で硬直的な漁業権の運用がなされているとの指摘
が度々あり、問題になっていた。

 「特定区画漁業権」である海面養殖業に民間企業が参入する場合、①
漁協の組合員としての限定的な漁場利用となるため、資本力や技術力
に見合った経営が困難、②自社に加工技術や販売能力があっても漁協
の販売事業や購買事業の利用を強制される、③不透明な多額の漁業権
行使料を要求されることなどが問題となっていた。

 「定置漁業権」では、①漁業権管理を行っている漁協自営が最優先さ
れるのが実態であり、民間企業が免許を得ている場合でも、②漁協か
ら漁場使用料等の対価性のない多額の金銭徴収がある、③儲かってい
る漁場においては、免許切替時に優先順位の高い漁協自営となって、
追い出されるケース等が起きていた。
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海面養殖生産量・生産額の推移
（生産量は平成６（1994）年にピーク）
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１経営体当たり生産量は増加傾向
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海面養殖業の分類別経営体数構成
（会社経営体は全体の７％、魚類養殖では３９％）

　　　　個　人 　　　　会　社 　　　　漁　協 　　　　その他 　　 　　計

経営体 ％ 経営体 ％ 経営体 ％ 経営体 ％ 経営体 ％

　魚類計 809 58.1 545 39.2 7 0.5 31 2.2 1,392 100.0

　魚類以外計 11,745 93.1 438 3.5 22 0.2 410 3.3 12,615 100.0

　全体計 12,554 89.6 983 7.0 29 0.2 441 3.1 14,007 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2018年漁業センサス）
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過去３０年間で世界の海面養殖生産量は７倍に急増
我が国は２４％減少
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大型定置網漁業の漁獲量の推移
（現在はピーク時の６１％に減少）
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さけ定置網漁業の漁獲量の推移
（現在はピーク時の２９％に減少）
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２．漁業権制度に係る改正の概要
① 法定の「優先順位」を廃止
【漁業権を付与する者の決定】
・既存の漁業権者が漁場を適切かつ有効に活用している場合は、その
者に免許（第73条第2項第1号）。
・既存の漁業権がない等の場合は、地域水産業の発展に最も寄与する
者に免許（第73条第2項第2号）。

② 資源管理・漁場活用の状況等の報告を義務づけ
・漁業権者には、その漁場を適切・有効に活用する責務を課すと共に
、漁場活用に関する情報の報告を義務付け（第74条、第90条）。

③ 沿岸漁場の保全活動を制度化
・漁協等が都道府県の指定を受けて沿岸漁場の保全活動を実施する仕
組みを導入（第109条～第116条）→企業などからの漁場管理料や協
力金等の不明朗な金銭授受を是正。

④ その他
・「海区漁業調整委員会」について、漁業者委員の公選制を廃止し、知事
が議会の同意を得て任命する仕組みに見直し（第138条）。

・密漁対策のため罰則を強化（第132条、第189条）。
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《区画漁業権の設定プロセス》
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《海面利用制度等に関するガイドライン》

 「適切」の判断基準としては、漁業関係法令を遵守していること、漁
具の使用・設置状況や薬品の使用状況が適切であること、漁場紛争が
起きていないこと又は起きた場合でも漁場紛争の解決に向けて誠実に
取り組んでいること、資源管理を適切に実施していること、漁場改善
計画に基づく取組が行われていること等を満たしていることが求めら
れる。

 「有効」の判断基準としては、操業や養殖が可能な期間を相当程度利
用していること、養殖密度等が周囲の漁場と同程度であること、ある
いは飼育状態を合理的に説明できること等を満たしていることが求め
られる。

 「地域の水産業の発展に最も寄与する」か、否かは、生産量の増大、
漁業所得の向上、就業機会の拡大、地域の漁業者との調和的発展、地
元の水産物流通や加工に与える影響等を中⾧期的な観点から総合的に
勘案することが適当と考えられる。また、同じ都道府県の水面であっ
ても、個別漁業権の対象となる魚種や漁場の条件により、判断基準が
異なることは当然に考えられる。このため、あらかじめ判断基準を定
め、複数の免許の申請があった場合に速やかに免許することができる
ようにしておくことが望ましい。
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Ⅴ. おわりに
「優先順位」が廃止されたことについて、賛否両論はある
が、我が国の漁業権制度の変遷と養殖業や定置漁業の実態
を踏まえれば、次の理由から、沈滞・低迷している漁村の
再生にとっては必要な改正であったと考えられる。
①「優先順位」制は、戦前の羽織漁師による独占的・固定
的な漁場利用を排除することに加えて、戦後の過剰就業
を民主的に整理・解消する必要性から導入されたが、そ
の所期の目的が既に実現されていること。

②漁業就業者の減少と高齢化が進行している現状において、
民間企業を一方的に劣後させる制度の存在が漁協による
閉鎖的かつ固定的な漁場利用を後押しすることになり、
それが漁業・漁村の衰退を加速させていると考えられる
こと。
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「漁業権制度」が必要かどうかの議論はあるが、「改正
漁業法」においては、都道府県知事は海面全体を最大限
に活用するため、漁業権のない海面に「新たな漁業権」
を設定するよう努めるものとする（第63条第2項）とさ
れ、それに対して免許権をもつ知事には一定の幅をもっ
た裁量権が付与された。こうした新たな制度を活用して、
知事が各都道府県の実情に最も相応しい漁場利用の在り
方を「漁場計画」の中で検討し、地域水産業の発展につ
なげることが可能になった意義は大きく、その実現に向
けて各都道府県による明確な「審査基準」の設定・公表
と、適切な運用を期待したい。

令和５（2023）年には、改正法施行後初の漁業権の切替
があり、各都道府県は「漁場計画案」の作成に向けた準
備段階に入っているため、水産業界としてその動向を注
視しつつ、活発な議論と必要な提言・要望を国・都道府
県に上げていく必要があろう。
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おわり

定置漁業権（大型・サケ定置網） 区画漁業権（小割式・垂下式養殖等）

共同漁業権（第１種：採介藻） 共同漁業権（第２種：建網・小型定置等）
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【付録】
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